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(57)【要約】
【課題】　画角の変更に伴い合焦被写体距離が変更され
る撮像光学系において、位相センサからの位相情報に基
づいて合焦制御を行うことで、合焦動作時に取得される
画像のちらつき等を抑止する撮像装置及び内視鏡装置等
を提供すること
【解決手段】　撮像装置は、画角と合焦被写体距離を同
時に調整する可動レンズ２４０を含む撮像光学系と、撮
像素子２６０と、複数の位相センサと、複数の位相セン
サからの位相情報を取得する取得部（Ａ／Ｄ変換部３２
０）と、可動レンズ２４０の位置を制御するレンズ制御
部３６０と、位相情報に基づく位相差に基づいて、撮像
光学系を通った光線による撮像素子上の像の合焦状態を
実現するために必要な可動レンズ２４０の移動量を算出
する移動量算出部３５０を含み、レンズ制御部３６０は
移動量算出部３５０で算出された移動量に基づいて、可
動レンズ２４０の位置を制御する。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画角と合焦被写体距離を同時に調整する可動レンズを含む撮像光学系と、
　撮像素子と、
　複数の位相センサと、
　前記複数の位相センサからの位相情報を取得する取得部と、
　前記可動レンズの位置を制御するレンズ制御部と、
　前記取得部で取得された前記位相情報に基づく位相差に基づいて、前記撮像光学系を通
った光線による前記撮像素子上の像の合焦状態を実現するために必要な前記可動レンズの
移動量を算出する移動量算出部と、
　を含み、
　前記レンズ制御部は、
　前記移動量算出部で算出された前記移動量に基づいて、前記可動レンズの位置を制御す
ることを特徴とする撮像装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記移動量算出部は、
　前記位相センサからの前記位相情報と、前記位相情報が取得されたタイミングにおける
前記可動レンズの位置に基づいて、前記可動レンズの前記移動量を算出することを特徴と
する撮像装置。
【請求項３】
　請求項２において、
　前記移動量算出部は、
　前記位相情報が取得されたタイミングにおける前記可動レンズの位置に基づいて、１つ
以上のパラメータを変更し、変更された前記パラメータと前記位相情報に基づいて、前記
可動レンズの前記移動量を算出することを特徴とする撮像装置。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記移動量算出部は、
　前記パラメータとして、前記撮像素子から瞳位置までの距離情報、分割された瞳の重心
間距離情報、及び前記撮像素子から像位置までの距離に対する前記移動量の比率情報の少
なくとも１つを変更し、変更された前記パラメータと前記位相情報に基づいて、前記可動
レンズの前記移動量を算出することを特徴とする撮像装置。
【請求項５】
　請求項１において、
　前記画像情報におけるコントラスト値を算出するコントラスト値算出部を含み、
　前記レンズ制御部は、
　前記位相情報に基づいて前記可動レンズの位置を制御する位相モードと、前記コントラ
スト値に基づいて前記可動レンズの位置を制御するコントラストモードを切り替える制御
を行うことを特徴とする撮像装置。
【請求項６】
　請求項５において、
　前記画像情報により表される画像のボケの程度を表すボケ指標を算出するボケ指標算出
部を含み、
　前記レンズ制御部は、
　前記ボケ指標に基づいて、前記位相モードと前記コントラストモードを切り替える制御
を行うことを特徴とする撮像装置。
【請求項７】
　請求項６において、
　前記ボケ指標算出部は、
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　前記位相センサから出力される前記位相情報に基づいて前記ボケ指標を算出することを
特徴とする撮像装置。
【請求項８】
　請求項６において、
　前記ボケ指標算出部は、
　前記コントラスト値算出部で算出される前記コントラスト値に基づいて前記ボケ指標を
算出することを特徴とする撮像装置。
【請求項９】
　請求項１において、
　前記撮像光学系は、前記可動レンズが広角端から望遠端に移動するに従って、前記画角
及び前記合焦被写体距離が単調減少する光学系であることを特徴とする撮像装置。
【請求項１０】
　請求項１において、
　前記取得部は、
　前記撮像素子の画素配列の一部に設置された前記位相センサから前記位相情報を取得す
ることを特徴とする撮像装置。
【請求項１１】
　請求項１において、
　前記レンズ制御部は、
　前記取得部において前記撮像素子から前記画像情報が取得される周期と同じ周期で、前
記可動レンズの位置を制御することを特徴とする撮像装置
【請求項１２】
　請求項１において、
　前記レンズ制御部は、
　前記取得部において前記撮像素子から前記画像情報が取得される周期よりも長い周期で
、前記可動レンズの位置を制御することを特徴とする撮像装置
【請求項１３】
　請求項１において、
　前記レンズ制御部は、
　前記可動レンズの位置の制御としてコンティニュアスＡＦ（AutoFocus）を実行する制
御を行うことを特徴とする撮像装置。
【請求項１４】
　請求項１において、
　前記レンズ制御部は、
　広角端と望遠端の間に位置する基準点に対して、前記可動レンズが望遠側に位置する場
合に、前記移動量算出部で算出された前記移動量に基づいて、前記可動レンズの位置を制
御することを特徴とする撮像装置。
【請求項１５】
　画角と合焦被写体距離を同時に調整する可動レンズを含む撮像光学系と、
　撮像素子と、
　複数の位相センサと、
　前記複数の位相センサからの位相情報を取得する取得部と、
　前記可動レンズの位置を制御するレンズ制御部と、
　前記取得部で取得された前記位相情報に基づく位相差に基づいて、前記撮像光学系を通
った光線による前記撮像素子上の像の合焦状態を実現するために必要な前記可動レンズの
移動量を算出する移動量算出部と、
　を含み、
　前記レンズ制御部は、
　前記移動量算出部で算出された前記移動量に基づいて、前記可動レンズの位置を制御す
ることを特徴とする内視鏡装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像装置及び内視鏡装置等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、可動レンズの移動により対物レンズの画角を調整し、広角（以下、ＷＩＤＥ）側
では被写体となる消化管全体の観察（通常観察）を行い、望遠（以下、ＴＥＬＥ）側では
消化管の一部を拡大して観察（拡大観察）を行うズーム機能を備えた内視鏡システムが実
用化されている。
【０００３】
　一般的にこのようなズーム機能を備えた内視鏡システムでは、可動レンズの移動により
ＴＥＬＥ側での画角を小さく（光学倍率を大きく）するだけでなく、焦点位置の調整も同
時に行うことでベスト被写体距離を短くし、拡大観察に必要な倍率を実現している場合が
多い。ここでベスト被写体距離とは、被写体の像位置が撮像素子の撮像面に一致する場合
の、対物レンズ先端から被写体までの距離である。ＴＥＬＥ側でベスト被写体距離を短く
することで、被写体により近接して観察を行うことが可能になるため、拡大観察時の倍率
をより大きくすることが可能になる。
【０００４】
　一方、ベスト被写体距離が短くなると、被写体位置の移動による像位置の移動量が大き
くなるため、一般的に光学系の被写界深度が狭くなる。このため、近年のズーム機能を備
えた内視鏡システムでは、ＴＥＬＥ側の被写界深度の幅が１ｍｍ以下となる場合もあり、
ユーザーが被写体にピントを合わせることが難しくなってきている。
【０００５】
　このような問題を解決するには、例えば特許文献１に示すような、画像の高周波成分か
らコントラスト値（画像の合焦度合いを示す評価値）を算出して合焦状態を評価するオー
トフォーカス機能（コントラストＡＦ）を備えた内視鏡システムが提案されている。また
、例えば特許文献２では、フォーカスレンズを微小に振動（ウォブリング）させてコント
ラスト値を算出することで合焦方向を検出し、焦点位置が合焦方向に移動するようにフォ
ーカスレンズを制御するという動作を周期的に行うことで、動画において被写体に追従し
ながらピントを合わせ続ける機能（コンティニュアスＡＦ）を備えたビデオカメラが提案
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２９４７８８号公報
【特許文献２】特開平１０－２３９５７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　内視鏡の拡大観察においては、被写体の拍動等により対物レンズ先端から被写体までの
距離（被写体距離）を一定に保つことが難しい。このため、ユーザーがシングルＡＦによ
り一時的に被写体にピントを合わせても、被写体距離の変動により被写体がボケることで
ユーザーの観察に支障をきたす。このような不具合を解決するには、前述の特許文献２の
ようなコンティニュアスＡＦを行うことが望ましいが、特許文献２のようにコントラスト
値から合焦方向を検出する場合は、ウォブリング時に画像のちらつきといった違和感のな
い画像を取得するため、フォーカスレンズの移動による画角の変動をできるだけ抑える必
要がある。このため、前述のズーム機能を備えた内視鏡システムのように、可動レンズの
移動により画角とベスト被写体距離を同時に調整するような光学系では、可動レンズをフ
ォーカスレンズとみなしてウォブリングさせることは困難である。
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【０００８】
　ズーム機能とコンティニュアスＡＦを同時に実現するには、例えば主に光学倍率を調整
するズームレンズと、主に光学系の焦点位置を調整するフォーカスレンズをそれぞれ備え
た光学系を採用し、これらを独立に制御するといった構成が考えられる。しかしこのよう
な構成においては、レンズやレンズを移動させるためのアクチュエータといった撮像部の
構成要素が増加するため、撮像部が大型化すると共にコストも増加するという課題があっ
た。
【０００９】
　本発明の幾つかの態様によれば、画角の変更に伴い合焦被写体距離が変更される撮像光
学系において、位相センサからの位相情報に基づいて合焦制御を行うことで、合焦動作時
に取得される画像のちらつき等を抑止する撮像装置及び内視鏡装置等を提供することがで
きる。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一態様は、画角と合焦被写体距離を同時に調整する可動レンズを含む撮像光学
系と、撮像素子と、複数の位相センサと、前記複数の位相センサからの位相情報を取得す
る取得部と、前記可動レンズの位置を制御するレンズ制御部と、前記取得部で取得された
前記位相情報に基づく位相差に基づいて、前記撮像光学系を通った光線による前記撮像素
子上の像の合焦状態を実現するために必要な前記可動レンズの移動量を算出する移動量算
出部と、を含み、前記レンズ制御部は、前記移動量算出部で算出された前記移動量に基づ
いて、前記可動レンズの位置を制御する撮像装置に関係する。
【００１１】
　本発明の一態様では、可動レンズを移動させることで画角とともに合焦被写体距離も変
更される撮像光学系において、位相センサからの位相情報に基づいて、可動レンズの移動
量を算出し、算出した移動量に基づいて可動レンズの位置を制御する。よって、簡易な構
成の撮像光学系を用いるため装置を小型化でき、且つ当該撮像光学系で位相情報以外の情
報を用いた合焦動作時に発生しうる画像のちらつきを抑止すること等が可能になる。
【００１２】
　本発明の他の態様は、画角と合焦被写体距離を同時に調整する可動レンズを含む撮像光
学系と、撮像素子と、複数の位相センサと、前記複数の位相センサからの位相情報を取得
する取得部と、前記可動レンズの位置を制御するレンズ制御部と、前記取得部で取得され
た前記位相情報に基づく位相差に基づいて、前記撮像光学系を通った光線による前記撮像
素子上の像の合焦状態を実現するために必要な前記可動レンズの移動量を算出する移動量
算出部と、を含み、前記レンズ制御部は、前記移動量算出部で算出された前記移動量に基
づいて、前記可動レンズの位置を制御する内視鏡装置に関係する。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１の実施形態の撮像装置及びそれを含む内視鏡装置の構成例。
【図２】第２の実施形態の撮像装置及びそれを含む内視鏡装置の構成例。
【図３】第３の実施形態の撮像装置及びそれを含む内視鏡装置の構成例。
【図４】第１の実施形態のレンズ制御部の構成例。
【図５】第２の実施形態のレンズ制御部の構成例。
【図６】第３の実施形態のレンズ制御部の構成例。
【図７】固定焦点モード時の、可動レンズ位置、ベスト被写体距離及び被写界深度範囲の
関係図。
【図８】操作部の構成例。
【図９】撮像光学系の構成例。
【図１０】撮像素子上に位相センサが設けられる場合の撮像素子の構成例。
【図１１】分割された瞳を通る光線と、各パラメータを説明する図。
【図１２】可動レンズ位置とパラメータを対応付けるデータ構造の例。
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【図１３】可動レンズ位置とパラメータを対応付けるデータ構造の他の例。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本実施形態について説明する。なお、以下に説明する本実施形態は、特許請求の
範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものではない。また本実施形態で説明さ
れる構成の全てが、本発明の必須構成要件であるとは限らない。
【００１５】
　１．本実施形態の手法
　まず本実施形態の手法について説明する。拡大観察を行う内視鏡システムにおいては、
撮像倍率が大きいことに加え、被写体距離が短くなるため被写界深度が非常に狭くなる。
被写界深度が非常に狭い状態では、ユーザー（ドクター等）が手動でピント合わせを行う
ことは困難となることから、１つの解決手法としてオートフォーカス（ＡＦ）を実行する
ことが考えられる。
【００１６】
　撮像光学系の構成としては、１群駆動レンズと２群駆動レンズが考えられる。１群駆動
レンズとは、１つのレンズ群を駆動することで倍率（画角）とフォーカス（ベスト被写体
距離）を同時に調整するレンズ構成のことである。それに対して、２群駆動レンズとは、
倍率を調整するレンズ群（ズームレンズ群）と、フォーカスを調整するレンズ群（フォー
カスレンズ群）を備え、倍率とフォーカスを独立に調整するレンズ構成となる。制御の自
由度は２群駆動レンズの方が高いが、１群駆動レンズは構成がシンプルなため、小型化が
可能でありコストを抑えることもできるという利点がある。そのため、内視鏡システムに
おいては１群駆動レンズを用いることが想定され、本実施形態においても１群駆動レンズ
を前提とする。
【００１７】
　しかし、１群駆動レンズでＡＦ（シングルＡＦでもよいが、基本的にコンティニュアス
ＡＦを考える）を行うと問題が生じる場合がある。ＡＦの手法としてコントラストＡＦを
用いた場合、ウォブリング等によりベスト被写体距離を小刻みに動かす必要がある。１群
駆動レンズでは上述したように、ベスト被写体距離を動かすと倍率も変わってしまうため
、ＡＦ動作中は撮像画像がちらつくことになり、ユーザーの観察に支障をきたす。
【００１８】
　そこで本出願人は、内視鏡システムを想定した１群駆動レンズを含む撮像装置において
、位相センサからの位相情報を用いてＡＦを行う手法を提案する。位相情報を用いたＡＦ
（位相差ＡＦ）であれば、コントラストＡＦのウォブリングのような動作は必要ないため
、撮像画像にちらつきが生じることもない。
【００１９】
　以下、第１の実施形態では基本的なシステム構成例を示すとともに、本手法において行
われるパラメータ取得処理（後述するＦ，Ｇ，Ｒ等）や、ＡＦの動作レート設定処理等に
ついて述べる。また、本手法は位相差ＡＦを基本とするものの、位相差ＡＦが効果的でな
い状況においてはコントラストＡＦを併用してもよい。その際、位相差ＡＦが効果的であ
るか否かの判定はボケ指標を用いて行う。第２の実施形態では位相情報からボケ指標を求
める手法を説明し、第３の実施形態ではコントラスト値をボケ指標として用いる手法を説
明する。
【００２０】
　２．第１の実施形態
　本実施形態に係る撮像装置及びそれを含む内視鏡システムについて、図１を用いて説明
する。本実施形態に係る内視鏡システムは、光源部１００と、撮像部２００と、処理部３
００と、表示部４００と、外部Ｉ／Ｆ部５００と、操作部６００を備えている。
【００２１】
　光源部１００は、白色光を発生する白色光源１１０と白色光をライトガイドファイバ２
１０に集光するための集光レンズ１２０を備えている。
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【００２２】
　撮像部２００は、例えば体腔への挿入を可能にするため細長くかつ湾曲可能に形成され
ている。撮像部２００には、光源部で集光された光を導くためのライトガイドファイバ２
１０と、該ライトガイドファイバにより先端まで導かれてきた光を拡散させて観察対象に
照射する照明レンズ２２０と、観察対象から戻る反射光を結像する対物レンズ２３０と、
対物レンズ２３０に含まれ画角とベスト被写体距離を同時に調整する可動レンズ２４０と
、可動レンズ２４０を駆動するレンズ駆動部２５０と、結像された反射光を光電変換して
画像を生成する撮像素子２６０を備えている。
【００２３】
　図９に本実施形態における対物レンズ２３０の一例を示す。この対物レンズは、従来の
ズーム機能を備えた内視鏡システムと同様に、可動レンズ２４０の位置をＷＩＤＥ端から
ＴＥＬＥ端に移動させた場合に、画角が狭くなる（光学倍率が大きくなる）と共にベスト
被写体距離（広義には合焦被写体距離）が短くなるような設計がなされている。
【００２４】
　本実施形態におけるレンズ駆動部２５０は、例えばボイスコイルモーター（以下、ＶＣ
Ｍ）である。また、撮像素子２６０は例えば図１０に示すようにベイヤ配列の撮像部を持
つ撮像素子であり、撮像部の一部に位相センサＳ１群およびＳ２群を含むように構成され
ている。位相センサＳ１群およびＳ２群の詳細については後述する。
【００２５】
　処理部３００はＡ／Ｄ変換部３１０及び３２０と、画像処理部３３０と、制御部３４０
と、移動量算出部３５０と、レンズ制御部３６０を備えている。Ａ／Ｄ変換部３１０は、
撮像素子２６０から出力されるアナログの画像信号をデジタルの画像信号に変換して画像
処理部３３０に出力する。画像処理部３３０は、Ａ／Ｄ変換部３１０から出力された画像
信号に対してホワイトバランス、補間処理（デモザイキング処理）、色変換、階調変換、
ノイズリダクション等の画像処理を施し、表示部４００に画像信号を出力する。表示部４
００は例えば液晶モニタであり、画像処理部３３０から出力される画像信号を表示する。
【００２６】
　Ａ／Ｄ変換部３２０は、撮像素子２６０の一部に設置された位相センサ領域Ｓ１および
Ｓ２から出力されるアナログの位相信号をデジタルの位相信号に変換して移動量算出部３
５０に出力する。移動量算出部３５０はＡ／Ｄ変換部３２０から出力された位相信号から
可動レンズ２４０の移動量を算出し、レンズ制御部３６０に出力する。移動量算出部３５
０の詳細については後述する。
【００２７】
　レンズ制御部３６０は、操作部６００およびレンズ駆動部２５０と相互に接続されてお
り、操作部６００から出力される制御情報に従い、移動量算出部３５０から出力された移
動量に基づいて可動レンズ２４０の位置を制御する。ここで可動レンズ２４０の位置ｘは
例えば図９に示したように、対物レンズ２３０を構成する各レンズのうち、可動レンズに
対して被写体側に隣接するレンズの後端を基準とした場合の、可動レンズの先端の位置と
して定義すればよい。操作部６００およびレンズ制御部３６０の詳細については後述する
。
【００２８】
　制御部３４０は、白色光源１１０、画像処理部３３０、外部Ｉ／Ｆ部５００と双方向に
接続されており、外部Ｉ／Ｆ部５００からの入力情報に従ってこれらを制御する。外部Ｉ
／Ｆ部５００は、内視鏡システムに対するユーザーからの入力等を行うためのインターフ
ェースであり、撮影の開始／終了を行うためのスタートボタンや画像の明るさを調整する
ための露光量調整ボタン、その他の各種撮影条件や画像処理のパラメータを調整するため
の調整ボタンなどを含んで構成されている。
【００２９】
　ここで図１０に示した撮像素子２６０の一部に設置された位相センサＳ１群およびＳ２
群と、出力される位相信号の詳細について説明する。本実施形態における位相センサＳ１
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群およびＳ２群を構成する各画素Ｓ１およびＳ２は、例えば特開２０００-１５６８２３
号公報の［００７４］から［００８３］にＳ１およびＳ２として記載された機能画素であ
り、それぞれが画素中心から左右に偏った開口部を持っている。これにより対物レンズ２
３０の瞳を左右に分割した場合と同様の効果が得られるため、図１０で水平方向に複数配
置されたＳ１群からの像信号とＳ２群からの像信号をそれぞれの瞳を通った光線の位相信
号とみなすことができる。例えば対物レンズ２３０で結像された被写体の像位置が撮像素
子の撮像面に一致する（ピントが合っている）場合は、Ｓ１群からの位相信号とＳ２群か
らの位相信号は一致し、像位置が撮像面の前方または後方にある（ピントが合っていない
）場合は、Ｓ１群からの位相信号とＳ２群からの位相信号に位相差が生じることになる。
本実施形態において、位相センサＳ１群およびＳ２群はたとえば撮像部の中央に一組だけ
設置してもよいし、必要に応じて撮像部の任意の場所に複数組設置してもよい
【００３０】
　次に、移動量算出部３５０における可動レンズ２４０の移動量の算出方法について、図
１１を用いて説明する。図１１は像位置が撮像面の後方に位置する場合の、分割された瞳
を通る光線を示した図である。光線１はＳ１群に対応する瞳を通った光線であり、光線２
はＳ２群に対応する瞳を通った光線である。ここでは像位置が撮像面とは異なる位置（後
方）にあるため、Ｓ１群から出力される位相信号とＳ２群から出力される位相信号にはＳ
の位相差が存在する。ここでＳは正負の値を持つベクトルであり、図１１に矢印で示した
方向が正である。なお、位相差Ｓの算出には公知の位相差ＡＦの技術を用いればよい。さ
らに撮像面から射出瞳位置までの距離をＦ、分割された瞳の重心間の距離をＧ、デフォー
カス量をｄとする。ここでｄは正負の値を持つベクトルであり、図１１に矢印で示した方
向が正である。この時、下式（１）が成立するため、これを変形した下式（２）を用いて
デフォーカス量ｄを算出することができる。なお、像位置が撮像面の前方にある場合も同
様である。さらにここでは、例えば、前出の特開２０００-１５６８２３号公報の［０１
０８］か［０１１０］に記載された手法でデフォーカス量ｄを算出してもよい。
【００３１】
　　Ｇ / （ Ｆ + ｄ ） = Ｓ / ｄ　・・・・・（１）
　　ｄ = Ｆ・Ｓ / （ Ｇ - Ｓ ）　・・・・・（２）
【００３２】
　本実施形態における移動量算出部３５０は、例えば画像信号と同じ周期で位相差センサ
Ｓ１群およびＳ２群から順次出力される位相信号に対して、上式（２）で算出したデフォ
ーカス量ｄから合焦状態を実現するために必要な可動レンズ２４０の移動量を算出し、算
出した移動量をレンズ制御部３６０に順次出力する。移動量の算出は、例えば予め対物レ
ンズ２３０の設計データから、可動レンズ２４０の移動量と像位置の移動量の比Ｒを下式
（３）で算出しておき、下式の（４）で移動量Ｄを算出すればよい。
【００３３】
　　Ｒ = 可動レンズの移動量 / 像位置の移動量　・・・・・（３）
　　Ｄ = -Ｒ・ｄ　・・・・・（４）
【００３４】
　また、例えば可動レンズ２４０の位置ｘにより、可動レンズ２４０の移動量と像位置の
移動量の比Ｒの値が変化する場合は、可動レンズの位置ｘｎとこれに対応するＲｎの値を
図１２に示すようなＬＵＴ（ルックアップテーブル）として予め作成しておき、位相セン
サＳ１群およびＳ２群から位相信号が出力されたタイミングにおける可動レンズ２４０の
位置ｘｎに対応するＲｎを上式（４）のＲとして使用することで移動量Ｄを算出すること
ができる。
【００３５】
　さらに、例えば可動レンズ２４０の位置ｘにより図１１に示した撮像面と射出瞳の距離
Ｆや瞳の重心間の距離Ｇも変化する場合は、図１３に示すように、可動レンズ２４０の位
置ｘｎに対応するＦｎおよびＧｎの値を加えたＬＵＴを予め作成しておく。そして、まず
位相センサＳ１群およびＳ２群から位相信号が出力されたタイミングにおける可動レンズ
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２４０の位置ｘｎに対応するＦｎおよびＧｎの値を、上式（２）のＦおよびＧとして使用
することでデフォーカス量ｄｎを算出する。その後、算出したｄｎと可動レンズ２４０の
位置ｘｎに対応するＲｎを上式（４）のｄとＲとして使用することで移動量Ｄを算出する
ことができる。なお、図１３にテーブルで示したパラメータのうち、可動レンズ２４０の
位置による変化が無視できるほど小さいものについては、考慮する必要がないことは言う
までもない。また、ここでは述べていない移動量を算出するためのパラメータについても
、可動レンズ２４０の位置による変化が大きい場合は、前述の各パラメータ同様にＬＵＴ
に追加して使用してもよい。
【００３６】
　ここで移動量算出部３５０は、例えば位相センサＳ１群およびＳ２群から順次出力され
る位相信号のすべてに対して移動量の算出及び出力を行ってもよいし、例えば任意の周期
で位相信号をサンプリングしたうえで移動量の算出及び出力を行ってもよい。後者の場合
、画像信号が出力されるよりも長い周期で、移動量算出部３５０から移動量が出力される
ことになる。
【００３７】
　次に操作部６００、移動量算出部３５０、レンズ制御部３６０の詳細について説明する
。図８に本実施形態における操作部６００の一例を示す。本実施形態において、操作部６
００は例えば撮像部２００と一体化して構成されており、ズームレバー６１０とＡＦボタ
ン６２０を備えている。ズームレバー６１０は、例えば一定の範囲を連続的に動作させる
ことが可能であり、ユーザーはズームレバー６１０を動かすことで、可動レンズ２４０の
位置をＷＩＤＥ端からＴＥＬＥ端まで連続的に調整することができる。具体的には、例え
ば操作部６００は、ズームレバー６１０の位置情報をレンズ制御部３６０に出力する。レ
ンズ制御部３６０は予め設定されたルックアップテーブル等を用いてズームレバー６１０
の位置情報を可動レンズ２４０の位置情報に対応付け、可動レンズ２４０の位置情報をレ
ンズ駆動部２５０に出力する。レンズ駆動部２５０は、レンズ制御部３６０から出力され
た位置情報に基づいて、可動レンズ２４０を駆動する。また、操作部６００は例えばＡＦ
ボタン６２０が押されるたびに、ＡＦの開始／終了信号を交互にレンズ制御部３６０に出
力する。
【００３８】
　図４に本実施形態におけるレンズ制御部３６０の一例を示す。レンズ制御部３６０は、
観察モード判定部３６１と、レンズ位置決定部３６２を備えている。観察モード判定部３
６１は、操作部６００から出力されたＡＦの開始／終了情報に基づいて観察モードを決定
し、レンズ位置決定部３６２に観察モード情報を出力する。具体的には、観察モード判定
部３６１は操作部６００からＡＦの開始信号が出力されていない場合には固定焦点モード
を選択し、操作部６００からＡＦの開始信号が出力された場合は、ＡＦモードを選択する
。レンズ位置決定部３６２は、観察モード判定部３６１で固定焦点モードが選択された場
合は、前述のズームレバー６１０の位置情報に対応づけられた可動レンズ２４０の位置情
報をレンズ駆動部２５０に出力する。レンズ駆動部２５０は、出力された位置情報に基づ
いて可動レンズ２４０の位置を調整する。
【００３９】
　図７は本実施形態において固定焦点モードが選択された場合の、可動レンズ２４０の位
置とそれに対応するベスト被写体距離、および被写界深度範囲を示している。なお本実施
形態では、ズームレバー６１０を操作することで可動レンズ２４０の位置を連続的に移動
させることが可能であるが、ここでは説明を分かりやすくするため段階的に移動させた場
合を示している。本実施形態では固定焦点モードが選択された場合、ズームレバーの操作
により従来のズーム機能を備えた内視鏡システムと同様のベスト被写体距離、および被写
界深度を実現するように可動レンズ２４０の位置を制御している。
【００４０】
　また、レンズ位置決定部３６２は、観察モード判定部３６１でＡＦモードが選択された
場合、移動量算出部３５０から出力された移動量に基づいて可動レンズ２４０の移動後の
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位置情報を算出し、レンズ駆動部２５０に出力する。レンズ駆動部２５０は、出力された
位置情報に基づいて可動レンズ２４０の位置を調整する。このような動作により、本実施
形態ではＡＦモードが選択された場合、可動レンズの位置を調整することで被写体にピン
トを合わせることが可能になる。
【００４１】
　レンズ位置決定部３６２は、例えば一度だけ合焦動作を行った時点でＡＦ動作を終了し
てもよいし、観察モード判定部３６１からＡＦの終了信号が出力されるまではＡＦ動作を
継続してもよい。ＡＦ動作を継続したい場合、レンズ位置決定部３６２は移動量算出部３
５０から周期的に出力される移動量に対応する可動レンズ２４０の位置情報を、レンズ駆
動部２５０に順次出力すればよい。レンズ駆動部２５０は、レンズ位置決定部３６２から
順次出力された位置情報に基づいて可動レンズ２４０の位置を調整する。このような動作
を行うことで、本実施形態における内視鏡システムは、被写体距離が変動した場合も被写
体に追従しながらピントを合わせ続けることが可能になる。これまでに述べたように、本
実施形態における内視鏡システムは、１つの可動レンズでズーム機能とコンティニュアス
ＡＦを実現できるため、撮像部の小型化と低コスト化を実現することが可能になる。
【００４２】
　また、本実施形態では可動レンズ２４０の位置により画角も変化するため、画像信号と
同じ周期で合焦動作を行った場合は画像がちらつき観察に支障をきたすことも予想される
。この場合、前述のように移動量算出部３５０は任意の周期で位相信号をサンプリングし
、サンプリング後の周期で移動量をレンズ位置決定部３６２に出力すればよい。これによ
り本実施形態における内視鏡システムは、任意の周期で合焦動作をおこなうことできるた
め、画像のちらつきを抑えながら被写体に追従してピントを合わせ続けることが可能にな
る。
【００４３】
　以上の本実施形態では、撮像装置は図１に示したように、画角と合焦被写体距離を同時
に調整する可動レンズ２４０を含む撮像光学系と、撮像素子２６０と、複数の位相センサ
（図１０のＳ１、Ｓ２）と、当該複数の位相センサからの位相情報を取得する取得部（Ａ
／Ｄ変換部３２０に相当）と、可動レンズ２４０の位置を制御するレンズ制御部３６０と
、取得部で取得された位相情報から求められる位相差に基づいて、合焦状態の実現に必要
な可動レンズ２４０の移動量を算出する移動量算出部３５０とを含む。そして、レンズ制
御部３６０は、移動量算出部３５０で算出された移動量に基づいて、可動レンズ２４０の
位置を制御する。なお合焦状態とは、撮像光学系を通った光線による撮像素子２６０上の
像についての合焦状態を指すものとする。
【００４４】
　ここで、本実施形態における撮像光学系は例えば図９に示すような構成であり、可動レ
ンズ２４０を駆動することで、画角と合焦被写体距離を同時に調整する。ここで、可動レ
ンズ２４０は１枚のレンズ、又は複数枚のレンズからなるレンズ群であることを想定して
おり、「画角と合焦被写体距離を同時に調整する」とは、当該可動レンズを動かすことで
、画角と合焦被写体距離の両方が変動することを表す。なお、合焦被写体距離とは、撮像
素子２６０において、撮像光学系を介した光が結像することによる被写体像が合焦状態に
ある場合の、撮像光学系からの被写体までの距離のことである。ただし、光が撮像素子２
６０上において一点に収束しなかったとしても、その大きさが許容錯乱円よりも小さけれ
ば合焦状態にあると見なせることから、合焦被写体距離はある程度の幅を持つことになる
。本実施形態における合焦被写体距離は、このような幅を持つ値であってもよいが、狭義
にはベスト被写体距離であるものとし、ベスト被写体距離とは、撮像光学系を介した光が
、撮像素子２６０上において収束する領域が最も小さい場合における、撮像光学系からの
被写体までの距離を表すものとする。
【００４５】
　これにより、図９に示したようなレンズ構成（１群駆動レンズ）を用いた場合にも、合
焦制御（ＡＦ、オートフォーカス）を適切に行うことが可能になる。ＡＦにおいて広く用
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いられている手法であるコントラストＡＦでは、フォーカスを小刻みに変化させることで
複数のコントラスト値を取得し、取得したコントラスト値の極大値を求める。しかし、１
群駆動レンズを用いた場合、フォーカスの変化に伴い画角が変化してしまうため、取得画
像にちらつきが生じてしまう。特に、継続的にＡＦを実行するコンティニュアスＡＦの場
合にはちらつきによる影響が顕著である。そこで本実施形態では、位相センサからの位相
情報を用いた合焦制御（位相差ＡＦ）を行うことで、取得画像でのちらつきを抑止する。
【００４６】
　また、移動量算出部３５０は、位相センサからの位相情報と、位相情報が取得されたタ
イミングにおける可動レンズ２４０の位置に基づいて、可動レンズ２４０の移動量を算出
してもよい。
【００４７】
　これにより、位相情報だけでなく、当該位相情報が取得されたタイミングでの可動レン
ズ２４０の位置も考慮した移動量の算出処理が可能になる。位相情報に基づいた合焦制御
とは、狭義には位相差ＡＦのことであり、位相差ＡＦでは瞳を分割して、分割したそれぞ
れの瞳からの像のずれを位相差として求める。ここで、瞳とは光学系の外から見た絞りの
像のことであり、本実施形態では、このうち像側から見た瞳である射出瞳を主に考える。
像側から見た場合、図１１に示すように被写体からの光線は射出瞳の位置から照射されて
いるように見えることになる。このように、瞳は光学的な条件に基づいて仮想的に設定さ
れるものであるから、可動レンズ２４０の位置が変われば瞳の位置等も変わる可能性があ
る。よって、本実施形態での合焦制御を適切に行うためには、位相情報だけでなく、合焦
動作時の光学的な状況、特に可動レンズ２４０の位置を用いるとよい。
【００４８】
　また、移動量算出部３５０は、位相情報が取得されたタイミングにおける可動レンズ２
４０の位置に基づいて、１つ以上のパラメータを変更してもよい。そして、変更されたパ
ラメータと位相情報に基づいて、可動レンズ２４０の移動量を算出する。具体的には、パ
ラメータとして、撮像素子２６０から瞳位置までの距離情報、分割された瞳の重心間距離
情報、及び撮像素子２６０から像位置までの距離に対する移動量の比率情報の少なくとも
１つを用いることが考えられる。
【００４９】
　これにより、可動レンズ２４０の位置に基づいてパラメータを変更し、当該パラメータ
を用いた移動量の算出が可能になる。ここで、パラメータとは位相情報から可動レンズ２
４０の移動量Ｄを求める際に必要となるデータのことであり、特に可動レンズ２４０の位
置に応じて数値が変化しうるものを指す。例えば本実施形態では、図１１に示したように
、位相センサ群Ｓ１で取得した像と位相センサ群Ｓ２で取得した像のずれを、位相差Ｓと
して取得し、取得した位相差Ｓから可動レンズ２４０の移動量Ｄを求めることになる。そ
の際、図１１の例では、撮像面から射出瞳位置までの距離Ｆや、瞳の重心間距離Ｇを用い
て撮像面から像位置までの距離ｄを求め、さらにｄからＤへ変換するために比率を表す値
Ｒを取得しなくてはならない。ここで、Ｆ，Ｇ，Ｒは可動レンズ２４０の位置に応じて値
が変化しうるものであるから、これらが本実施形態におけるパラメータとして用いること
が考えられる。ここで、Ｆ，Ｇ，Ｒ等は可動レンズ２４０の位置ｘの関数として表されて
もよいし、図１３のようにルックアップテーブル等の形で保持されてもよい。また、ここ
で挙げたパラメータは一例であり、他のパラメータを用いて移動量を算出してもよい。
【００５０】
　また、撮像光学系は、可動レンズ２４０が広角端から望遠端に移動するに従って、画角
及び合焦被写体距離が単調減少する光学系であってもよい。
【００５１】
　これにより、図７に示したような撮像光学系を実現することが可能になる。つまり、可
動レンズ２４０の位置を広角側から望遠側に移動させるほど、合焦被写体距離（ベスト被
写体距離）は小さくなる。つまり、被写界深度範囲はより撮像光学系に近い位置に設定さ
れる（撮像光学系に近い位置に焦点が合う）ことになる。特に内視鏡装置等では、可動レ
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ンズ２４０を望遠側に移動させる（ズーム倍率を上げる）場合には、拡大観察を行うこと
が想定され、その場合には、挿入部（撮像部２００）の先端も観察対象となる被写体に近
づけることでさらに被写体を拡大することが一般的である。つまり、可動レンズ２４０を
望遠側に移動させるほど、撮像光学系と被写体との距離が小さくなることが想定されるた
め、図７に示したような光学系を用いることで、ピントが合いやすくなるという利点があ
る。
【００５２】
　また、取得部は、撮像素子の画素配列の一部に設置された位相センサから位相情報を取
得してもよい。
【００５３】
　これにより、図１０に示したような構成の撮像素子を用いることが可能になる。撮像素
子とは別に位相センサを設けた場合、当該位相センサに対して被写体からの反射光を入射
させるためのレンズが必要となる。そのため、撮像光学系の構成が複雑になり、小型化が
難しくなる上、コストも高くなる。特に内視鏡装置では、撮像光学系が小型化できないと
、生体に挿入する部分が大きくなってしまい好ましくない。よって、図１０のような構成
を用いることで、撮像光学系の小型化、低コスト化を図るとよい。
【００５４】
　また、レンズ制御部３６０は、取得部において撮像素子から画像情報が取得される周期
と同じ周期で、可動レンズ２４０の位置を制御してもよい。或いは、取得部において撮像
素子から画像情報が取得される周期よりも長い周期で、可動レンズ２４０の位置を制御し
てもよい。
【００５５】
　これにより、可動レンズ２４０の位置の制御レートを、画像情報の取得レートと同等に
することも可能になるし、画像情報の取得レートよりも低くすることも可能になる。画像
情報の取得タイミングと同じタイミングで位相情報を取得しているため、画像上の取得周
期と同じ周期での可動レンズ２４０の位置制御は可能である。このようにした場合、高レ
ートで合焦制御が行われることになるため、被写体に対してピントが合っている可能性を
高くすることができる。一方、画像情報の取得レートが高い場合等では、同じレートで可
動レンズ２４０の位置を制御しようとしても、レンズ駆動部２５０における機械的な制御
が困難であることも考えられる。また、高レートの可動レンズ位置制御を行うと、可動レ
ンズ２４０の位置が頻繁に変化する可能性があり、１群駆動レンズではちらつきの発生要
因となる。その場合には、画像情報の取得周期よりも長い周期で可動レンズ２４０の位置
を制御すればよい。こうすることで、画像情報によっては合焦制御が不十分な画像が生じ
る可能性はあるが、レンズ駆動部２５０での制御も容易になり、また取得した位相情報全
てに対して処理を行う必要がないため、処理負荷を軽減することもできる。さらに、頻繁
な可動レンズ２４０の移動を抑止できるため、画像のちらつきも低減できる。
【００５６】
　また、レンズ制御部３６０は、可動レンズ２４０の位置の制御としてコンティニュアス
ＡＦを実行する制御を行ってもよい。
【００５７】
　これにより、ＡＦとしてコンティニュアスＡＦを実行することが可能になる。動画像を
取得するような場合（特に内視鏡装置であれば、効率的な生体内観察を行うために取得画
像が動画像である可能性が高い）には、コンティニュアスＡＦによる継続的な合焦制御が
効果的である。通常、１群駆動レンズが前提とした場合、コンティニュアスＡＦはちらつ
きによる影響が顕著となるため、実現が困難であるが、本実施形態の手法であれば、ちら
つきの影響を抑止できるため、コンティニュアスＡＦを効果的に実現することができる。
【００５８】
　また、可動レンズの移動範囲における広角端と望遠端の間の位置に基準点を設定した場
合を考える。その際、レンズ制御部３６０は、可動レンズが当該基準点に対して望遠側に
位置する場合に、移動量算出部３５０で算出された移動量に基づいて、可動レンズの位置
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を制御してもよい。
【００５９】
　ここで、可動レンズ２４０が基準点に対して望遠側にある場合に、可動レンズ２４０の
位置制御（つまり合焦制御・ＡＦ動作）を行うものとしたが、可動レンズ２４０が基準点
に対して広角側にある場合には、ＡＦ動作は行ってもよいし、行わなくてもよい。ただし
、可動レンズ２４０が広角側にある場合には、望遠側にある場合に比べて被写界深度が広
く、ユーザーが手動でピント調整を行うことが可能であることが考えられるため、広角側
ではＡＦ動作は行わないものとして実装されてもよい。この場合、例えば観察モード判定
部３６１が可動レンズ２４０の位置を取得するような構成とし、可動レンズ２４０が基準
点よりも広角側にある場合にレンズ制御部３６０は固定焦点モードを選択し、可動レンズ
２４０が基準点よりも望遠側にある場合にレンズ制御部３６０はＡＦモードを選択すると
いった制御を行えばよい。
【００６０】
　これにより、可動レンズ２４０の位置に基づいて、合焦動作（ＡＦ動作）を行うか否か
を決定することが可能になる。上述の例では、図８に示したＡＦボタン６２０を操作する
ことでＡＦ動作が開始されることになる。つまり、ＡＦ動作を行うか否かはユーザーが判
断する必要があった。可動レンズ２４０の位置に基づいてＡＦ動作を行うか否かを決定す
ることができれば、ユーザーが自ら判断する必要がなく、またＡＦ動作を実行する際にＡ
Ｆボタン６２０等を操作する必要もないため、ユーザーにとって使いやすいシステムを実
現することができる。望遠側でＡＦ動作を実行する理由としては、可動レンズ２４０が望
遠側に行くほど（ズーム倍率が上がるほど）被写界深度が狭くなるため、手動でのピント
合わせが困難になることが挙げられる。また、図７のようなレンズでは可動レンズ２４０
が望遠側に行くほどベスト被写体距離が短くなる。ベスト被写体距離が短くなることでも
被写界深度は狭くなるため、図７のようなレンズではさらに手動でのピント合わせが困難
になり、ＡＦ動作を実行する利点が大きくなる。
【００６１】
　また、以上の本実施形態は、画角と合焦被写体距離を同時に調整する可動レンズ２４０
を含む撮像光学系と、撮像素子２６０からの画像情報及び位相センサからの位相情報を取
得する取得部（Ａ／Ｄ変換部３１０及びＡ／Ｄ変換部３２０に相当）と、可動レンズ２４
０の位置を制御するレンズ制御部３６０と、取得部で取得された位相情報に基づいて、可
動レンズ２４０の移動量を算出する移動量算出部３５０とを含む内視鏡装置にも適用でき
る。そして、レンズ制御部３６０は、移動量算出部３５０で算出された移動量に基づいて
、可動レンズ２４０の位置を制御する。
【００６２】
　これにより、撮像装置だけではなく、内視鏡装置においても本実施形態の処理を実行す
ることが可能になる。内視鏡装置では、撮像部２００を生体内に挿入するため、撮像部２
００を小型化することが好ましく、簡素な構成である１群駆動レンズ（図９）を用いる利
点が大きい。その際、用途として病変部の発見・観察や、器具を用いた生体への処置が想
定されることから、ユーザー（ドクター）に提示する画像にちらつき等が生じることは極
力抑えなくてはならない。よって、本実施形態の手法を用いることで、撮像部２００の小
型化と、画像のちらつき等の抑止の両方が可能になり、ドクター及び被験者にとって好ま
しい内視鏡装置を実現することができる。
【００６３】
　３．第２の実施形態
　本実施形態に係る撮像装置及びそれを含む内視鏡システムについて、図２を用いて説明
する。
【００６４】
　本実施形態における処理部３００はＡ／Ｄ変換部３１０及び３２０と、画像処理部３３
０と、制御部３４０と、移動量算出部３５０と、レンズ制御部３６０と、コントラスト値
算出部３７０と、ボケ指標算出部３８０を備えている。Ａ／Ｄ変換部３１０は、撮像素子
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２６０から出力されるアナログの画像信号をデジタルの画像信号に変換して画像処理部３
３０とコントラスト値算出部３７０に出力する。コントラスト値算出部３７０は、例えば
Ａ／Ｄ変換部３１０から出力された画像信号の高周波成分を検出してコントラスト値を算
出し、コントラスト値をレンズ制御部３６０に出力する。
【００６５】
　Ａ／Ｄ変換部３２０は、撮像素子２６０の一部に設置された位相センサＳ１およびＳ２
から出力されるアナログの位相信号をデジタルの位相信号に変換してボケ指標算出部３８
０に出力する。ボケ指標算出部３８０は、例えばＡ／Ｄ変換部３２０から出力された位相
信号の高周波成分を検出してボケ指標を算出し、ボケ指標をレンズ制御部３６０に出力す
る。ここでボケ指標とは、位相信号のボケ具合を表す指標であり、位相信号がボケて高周
波成分が少なくなるほど小さな値となる。さらにボケ指標算出部３８０は、Ａ／Ｄ変換部
３２０から出力された位相信号をそのまま移動量算出部３５０に出力する。その他の部分
については、第１の実施形態と同様である。
【００６６】
　次に本実施形態におけるレンズ制御部３６０の詳細について、図５を用いて説明する。
本実施形態におけるレンズ制御部３６０は、観察モード判定部３６１と、レンズ位置決定
部３６２と、ＡＦモード判定部３６３を備えている。観察モード判定部３６１は、操作部
６００から出力されたＡＦの開始／終了情報に基づいて観察モードを決定し、ＡＦモード
判定部３６３に観察モード情報を出力する。具体的には、観察モード判定部３６１は第１
の実施形態と同様に、操作部６００からＡＦの開始信号が出力されていない場合には固定
焦点モードを選択し、操作部６００からＡＦの開始信号が出力された場合は、ＡＦモード
を選択する。ＡＦモード判定部３６３は、観察モード判定部３６１で固定焦点モードが選
択された場合は固定焦点モードを選択し、そのままレンズ位置決定部３６２に出力する。
またＡＦモード判定部３６３は、観察モード判定部３６１でＡＦモードが選択された場合
は、ボケ指標算出部３８０から出力されるボケ指標を用いてＡＦモードを決定し、ＡＦモ
ード情報をレンズ位置決定部３６２に出力する。具体的には、ＡＦモード判定部３６３は
例えばボケ指標算出部３８０から出力されるボケ指標が閾値以下の場合はコントラストＡ
Ｆモードを選択し、閾値以上の場合は位相差ＡＦモードを選択する。
【００６７】
　レンズ位置決定部３６２は、ＡＦモード判定部３６３で固定焦点モードおよび位相差Ａ
Ｆモードが選択された場合は、第１の実施形態の固定焦点モードおよびＡＦモードが選択
された場合と同様の動作を行う。またレンズ位置決定部３６２は、ＡＦモード判定部３６
３でコントラストＡＦモードが選択された場合、まずコントラスト値算出部３７０から出
力されるコントラスト値に基づいて、公知のコントラストＡＦ技術と同様に可動レンズ２
４０を制御することで合焦動作を行う。これは位相信号のボケ具合が大きい（ボケ指標が
小さい）場合は位相差の算出が困難になるためであり、このような制御を行うことで、確
実に被写体にピントを合わせることが可能になる。一度コントラストＡＦで被写体にピン
トを合わせた後は、ボケ指標算出部３８０で算出されるボケ指標が十分大きくなることで
ＡＦモード判定部３６３では位相差ＡＦモードが選択されるため、レンズ位置決定部３６
２は第１の実施形態のＡＦモードと同様の動作を行い、被写体に追従しながらピントを合
わせ続けることが可能になる。これにより、本実施形態ではＡＦ動作開始時もしくはＡＦ
動作中に画像が大きくボケた場合も、合焦動作を継続することが可能になる。
【００６８】
　以上の本実施形態では、撮像装置は図２に示したように、画像情報におけるコントラス
ト値を算出するコントラスト値算出部３７０を含む。そして、レンズ制御部３６０は、位
相情報に基づいて可動レンズ２４０の位置を制御する位相モードと、コントラスト値に基
づいて可動レンズ２４０の位置を制御するコントラストモードを切り替え可能に制御する
。
【００６９】
　これにより、位相情報を用いた可動レンズ２４０の位置の制御（位相モードであり、狭
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義には位相差ＡＦ）と、コントラスト値を用いた可動レンズ２４０の位置の制御（コント
ラストモードであり、狭義にはコントラストＡＦ）を切り替え可能に制御することが可能
になる。つまり、状況に応じて位相モードを用いることもできるし、コントラストモード
を用いることもできる。ただし、第１の実施形態で説明したとおり、１群駆動レンズを前
提とした場合、コントラストモードは画像のちらつき等が生じるため好ましくない。よっ
て、位相モードが効果的でない状況でコントラストモードを用い、そうでない場合は位相
モードを用いることが考えられる。
【００７０】
　また、撮像装置は図２に示したように、画像情報により表される画像のボケの程度を表
すボケ指標を算出するボケ指標算出部３８０を含んでもよい。そして、レンズ制御部３６
０は、ボケ指標に基づいて、位相モードとコントラストモードを切り替える制御を行う。
【００７１】
　これにより、位相モードとコントラストモードをボケ指標に基づいて切り替えることが
可能になる。位相モード（狭義には位相差ＡＦ）では、異なる射出瞳から射出された複数
の像のずれ（狭義には位相差）を用いることが考えられる。つまり、位相モードが効果的
でない状況として、具体的には前記複数の像が、ずれの判定が行えないほどにぼけてしま
っているという状況が考えられる。位相センサでの位相信号の信号値が、ある位置では大
きく、異なる位置では小さくなるといったように、信号の分布（信号波形）に特徴があれ
ば、第１の射出瞳から射出された光による第１の像と、第２の射出瞳から射出された光に
よる第２の像の空間的な位置ずれは容易に判別できる。しかし、ボケの程度が大きいと、
信号値の上ピークと下ピークの差が小さくなり、平坦な信号波形になってしまう。平坦な
もの同士を比較しても、どの程度の位置ずれが生じているかの判定は難しく、そのような
状況では位相情報による合焦制御を行うことは困難である。よって、ボケ指標を用いるこ
とで、位相モードとコントラストモードを効果的に切り替えることが可能になる。狭義に
はボケ指標によりボケの程度が大きいと判定されたときにはコントラストモードを用い、
ボケの程度が小さいと判定されたときには位相モードを用いることが考えられる。
【００７２】
　また、ボケ指標算出部３８０は、位相センサから出力される位相情報に基づいてボケ指
標を算出してもよい。
【００７３】
　これにより、位相情報からボケ指標を算出することが可能になる。位相情報も被写体の
像を表す信号を取得するものであるから、当該信号値に基づいてボケの程度を判定するこ
とは可能である。具体的には、上述したように信号波形が平坦であるか否かの判定を行え
ばよく、例えば位相情報の高周波成分を抽出し、当該高周波成分をボケ指標としてもよい
。
【００７４】
　４．第３の実施形態
　本実施形態に係る撮像装置及びそれを含む内視鏡システムについて、図３を用いて説明
する。
【００７５】
　本実施形態における処理部３００はＡ／Ｄ変換部３１０及び３２０と、画像処理部３３
０と、制御部３４０と、移動量算出部３５０と、レンズ制御部３６０と、コントラスト値
算出部３７０を備えている。本実施形態においては、図３に示したように、コントラスト
値算出部３７０がボケ指標算出部（図２におけるボケ指標算出部３８０に対応）を兼ねる
ことになる。つまり、後述するようにボケ指標として位相情報ではなくコントラスト値を
用いる点が第２の実施形態とは異なる。
【００７６】
　Ａ／Ｄ変換部３１０は、撮像素子２６０から出力されるアナログの画像信号をデジタル
の画像信号に変換して画像処理部３３０とコントラスト値算出部３７０に出力する。コン
トラスト値算出部３７０は、例えばＡ／Ｄ変換部３１０から出力された画像信号の高周波
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成分を検出してコントラスト値を算出し、コントラスト値をレンズ制御部３６０に出力す
る。コントラスト値は、画像信号のボケ具合を表す指標であり、画像信号がボケて高周波
成分が少なくなるほど小さな値となる。その他の部分については、第１の実施形態と同様
である。
【００７７】
　次に本実施形態におけるレンズ制御部３６０の詳細について、図６を用いて説明する。
本実施形態におけるレンズ制御部３６０は、観察モード判定部３６１と、レンズ位置決定
部３６２と、ＡＦモード判定部３６３を備えている。観察モード判定部３６１は、操作部
６００から出力されたＡＦの開始／終了情報に基づいて観察モードを決定し、ＡＦモード
判定部３６３に観察モード情報を出力する。具体的には、観察モード判定部３６１は第１
の実施形態と同様に、操作部６００からＡＦの開始信号が出力されていない場合には固定
焦点モードを選択し、操作部６００からＡＦの開始信号が出力された場合は、ＡＦモード
を選択する。ＡＦモード判定部３６３は、観察モード判定部３６１で固定焦点モードが選
択された場合は固定焦点モードを選択し、そのままレンズ位置決定部３６２に出力する。
またＡＦモード判定部３６３は、観察モード判定部３６１でＡＦモードが選択された場合
は、コントラスト値算出部３７０から出力されるコントラスト値を用いてＡＦモードの内
容（コントラストＡＦモードか、位相差ＡＦモードか）を決定し、ＡＦモード情報をレン
ズ位置決定部３６２に出力する。具体的には、ＡＦモード判定部３６３は例えばコントラ
スト値算出部３７０から出力されるコントラスト値が閾値以下の場合はコントラストＡＦ
モードを選択し、閾値以上の場合は位相差ＡＦモードを選択する。
【００７８】
　レンズ位置決定部３６２は、ＡＦモード判定部３６３で固定焦点モードおよび位相差Ａ
Ｆモードが選択された場合は、第１の実施形態の固定焦点モードおよびＡＦモードが選択
された場合と同様の動作を行う。またレンズ位置決定部３６２は、ＡＦモード判定部３６
３でコントラストＡＦモードが選択された場合、まずコントラスト値算出部３７０から出
力されるコントラスト値に基づいて、公知のコントラストＡＦ技術と同様に可動レンズ２
４０を制御することで合焦動作を行う。これは、位相信号のボケ具合が大きい場合は位相
差の算出が困難になるためであり、このような制御を行うことで、確実に被写体にピント
を合わせることが可能になる。なお、コントラスト値は位相信号のボケ具合と相関を持つ
ため、本実施形態ではコントラスト値により位相信号のボケ具合を判断している。一度コ
ントラストＡＦで被写体にピントを合わせた後は、コントラスト値が十分大きくなること
でＡＦモード判定部３６３では位相差ＡＦモードが選択されるため、レンズ位置決定部３
６２は第１の実施形態のＡＦモードと同様の動作を行い、被写体に追従しながらピントを
合わせ続けることが可能になる。これにより、本実施形態ではＡＦ動作開始時もしくはＡ
Ｆ動作中に画像が大きくボケた場合も、合焦動作を継続することが可能になる。
【００７９】
　以上の本実施形態では、ボケ指標算出部（本実施形態においては図３に示すようにコン
トラスト値算出部３７０がボケ指標算出部の処理を行うことになる）は、コントラスト値
算出部３７０で算出されるコントラスト値に基づいてボケ指標を算出する。
【００８０】
　これにより、コントラスト値からボケ指標を算出することが可能になる。コントラスト
値は例えば画像の高周波成分等から求められるものであり、合焦の度合いの判定にも用い
ることができるのであるから、コントラスト値からボケの程度を求めることが可能である
。具体的には、コントラスト値をそのままボケ指標として用いてもよい。
【００８１】
　以上、本発明を適用した３つの実施の形態１～３およびその変形例について説明したが
、本発明は、各実施の形態１～３やその変形例そのままに限定されるものではなく、実施
段階では、発明の要旨を逸脱しない範囲内で構成要素を変形して具体化することができる
。また、上記した各実施の形態１～３や変形例に開示されている複数の構成要素を適宜組
み合わせることによって、種々の発明を形成することができる。例えば、各実施の形態１
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～３や変形例に記載した全構成要素からいくつかの構成要素を削除してもよい。さらに、
異なる実施の形態や変形例で説明した構成要素を適宜組み合わせてもよい。また、明細書
又は図面において、少なくとも一度、より広義または同義な異なる用語と共に記載された
用語は、明細書又は図面のいかなる箇所においても、その異なる用語に置き換えることが
できる。このように、発明の主旨を逸脱しない範囲内において種々の変形や応用が可能で
ある。
【符号の説明】
【００８２】
１００　光源部、１１０　白色光源、１２０　集光レンズ、２００　撮像部、
２１０　ライトガイドファイバ、２２０　照明レンズ、２３０　対物レンズ、
２４０　可動レンズ、２５０　レンズ駆動部、２６０　撮像素子、３００　処理部、
３１０，３２０　Ａ／Ｄ変換部、３３０　画像処理部、３４０　制御部、
３５０　移動量算出部、３６０　レンズ制御部、３６１　観察モード判定部、
３６２　レンズ位置決定部、３６３　モード判定部、３７０　コントラスト値算出部、
３８０　ボケ指標算出部、４００　表示部、５００　外部Ｉ／Ｆ部、６００　操作部、
６１０　ズームレバー、６２０　ＡＦボタン

【図１】 【図２】



(18) JP 2013-88766 A 2013.5.13

【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】



(19) JP 2013-88766 A 2013.5.13

【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】

【図１３】



(20) JP 2013-88766 A 2013.5.13

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ａ６１Ｂ   1/00     (2006.01)           Ｇ０２Ｂ  23/24    　　　Ｂ          　　　　　
   　　　　                                Ａ６１Ｂ   1/00    ３００Ｙ          　　　　　

Ｆターム(参考) 4C161 CC06  FF40  HH51  JJ17  LL02  NN01  PP03  PP12  PP13  RR06 
　　　　 　　        RR17  RR24  SS22 
　　　　 　　  5C122 DA03  DA25  EA12  EA42  EA54  EA55  FA05  FB03  FC06  FD01 
　　　　 　　        FD06  FD07  FD11  FE02  HA82  HA86  HA88  HB06  HB09  HB10 



专利名称(译) <无法获取翻译>

公开(公告)号 JP2013088766A5 公开(公告)日 2014-11-20

申请号 JP2011231947 申请日 2011-10-21

[标]申请(专利权)人(译) 奥林巴斯株式会社

申请(专利权)人(译) 奥林巴斯公司

[标]发明人 吉野浩一郎

发明人 吉野 浩一郎

IPC分类号 G02B7/28 G02B7/34 H04N5/225 H04N5/232 G02B23/24 A61B1/00

CPC分类号 H04N5/23212 A61B1/00188 A61B1/05 G02B7/34 G02B23/2438 H04N5/3696 H04N2005/2255

FI分类号 G02B7/11.N G02B7/11.C G02B7/11.J H04N5/225.D H04N5/232.H G02B23/24.B A61B1/00.300.Y

F-TERM分类号 2H040/BA06 2H040/CA23 2H040/GA02 2H040/GA10 2H151/AA11 2H151/BA17 2H151/BA20 2H151
/CB22 2H151/DA22 2H151/EA03 2H151/EA09 2H151/EB13 4C161/CC06 4C161/FF40 4C161/HH51 
4C161/JJ17 4C161/LL02 4C161/NN01 4C161/PP03 4C161/PP12 4C161/PP13 4C161/RR06 4C161
/RR17 4C161/RR24 4C161/SS22 5C122/DA03 5C122/DA25 5C122/EA12 5C122/EA42 5C122/EA54 
5C122/EA55 5C122/FA05 5C122/FB03 5C122/FC06 5C122/FD01 5C122/FD06 5C122/FD07 5C122
/FD11 5C122/FE02 5C122/HA82 5C122/HA86 5C122/HA88 5C122/HB06 5C122/HB09 5C122/HB10

代理人(译) 黑田靖
井上 一

其他公开文献 JP5973708B2
JP2013088766A

摘要(译)

要解决的问题：提供一种成像装置，其能够通过基于来自成像光学系统
中的相位传感器的相位信息执行聚焦控制来防止在聚焦控制处获得的图
像的闪烁，其中聚焦的被摄体距离是与场角的改变相关联地改变，并提
供内窥镜装置。解决方案：成像装置包括具有可移动透镜240的成像光学
系统，用于同时调节视场角和聚焦的被摄体距离，成像元件260，多个相
位传感器，用于从多个相位传感器获取相位信息的获取单元（A / D转换
器320），用于控制可移动透镜240的位置的透镜控制器360，以及用于
计算的移动量计算单元350可移动透镜240的移动量，其是在通过光束通
过光束形成的成像元件上实现图像的聚焦状态所必需的基于相位信息的
相位差，成像光学系统。镜头控制器360基于由移动量计算单元350计算
的移动量来控制可移动镜头240的位置。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/3d9885d5-cb95-4fca-a46e-09f4bbad03ce

